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序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文序　　　　　文

　トルコ国政府は、エネルギーの輸入依存率が非常に高いことから、エネルギー危機以来、熱心

に省エネルギーを推進してきました。しかしながらエネルギー自給率は1997年で50％以下であ

り、この数値はエネルギー消費量の急激な増加（過去5年間に20％増）に伴い年々低下していく

一方です。この現状を改善するため、トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）は、大型プラン

トを有する1000以上の会社を対象に省エネルギーの活動を展開し、エネルギー管理者の研修を行

うなど省エネルギーの推進に力を入れています。しかし研修実施機関の不足から十分な成果をあ

げているとはいえません。

　また同国では1995年に「工業機関によるエネルギー消費合理化促進のための対策に関する規

則」が制定されたことにより、主要なプラント企業はエネルギー節約のためマネジメントコース

を実施する必要があることが法律で明文化されています。これにより、NECCにとってエネルギー

管理者の養成を行うことが緊急の課題となっています。以上のことから、トルコ国政府はこの現

状を早急に改善するために、エネルギー管理者研修コースの実施を目的としたプロジェクト方式

技術協力を1997年9月に我が国に要請してきました。

　この要請を受けて、我が国政府は、国際協力事業団（JICA）を通じて1999年4月5日から4月17

日まで、鉱工業開発協力部次長服部薫を団長とする事前調査団を派遣し、トルコ国側関係機関と

の協議を通じて、要請の背景、協力の妥当性、協力の規模、実施体制等を調査し、確認・合意で

きた事項について議事録（Minutes of Discussions）に取りまとめ、署名交換を行いました。

　本報告書は同調査団の調査報告を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本・トルコ両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、併せて今後の

ご支援をお願いする次第です。

1999年7月

国国国国国     際際際際際     協協協協協     力力力力力     事事事事事     業業業業業     団団団団団
理事　大　津　幸　男　大　津　幸　男　大　津　幸　男　大　津　幸　男　大　津　幸　男
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１　事前調査団派遣１　事前調査団派遣１　事前調査団派遣１　事前調査団派遣１　事前調査団派遣

１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景

　トルコ国政府は、エネルギーの輸入依存率が非常に高いことから、エネルギー危機以来、熱心

に省エネルギーを推進してきた。しかしながらエネルギー自給率は1997年で50％以下であり、こ

の数値はエネルギー消費量の急激な増加（過去5年間に20％増）に伴い年々低下していく一方で

ある。一方トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）の評価によると、省エネルギーを推進する

ことにより国内の無駄な電力消費を30％押さえることが可能であるとしている。省エネルギー活

動を担当している電力資源調査開発総局（EIE）は、各種省エネルギー活動の実施に必要な機材

や車輌を購入して省エネルギーチームを組織し、大型プラントを有する1000以上の会社を対象に

省エネルギーの活動を展開し、また一方で1992年にNECCを組織してさまざまな省エネルギー研修

プログラムも実施している等、省エネルギーの推進に力を入れている。しかし研修の実施場所や

協力工場の不足から十分な成果をあげているとはいいがたい。

　同国では1995年に「工業機関によるエネルギー消費合理化促進のための対策に関する規則」が

制定されたことにより、主要なプラント企業はエネルギー節約のためマネジメントコースを実施

する必要があることが法律で明文化されている。これにより、EIEにとってエネルギー管理者の

養成を行うことが緊急の課題となっている。以上のことから、トルコ国政府はこの現状を早急に

改善するために、エネルギー管理者研修コースの実施を目的としたプロジェクト方式技術協力を

我が国に1997年9月11日に要請してきた。

１－２　事前調査団派遣の目的と主な調査事項１－２　事前調査団派遣の目的と主な調査事項１－２　事前調査団派遣の目的と主な調査事項１－２　事前調査団派遣の目的と主な調査事項１－２　事前調査団派遣の目的と主な調査事項

　本事前調査においては、トルコ側より要請のあった「省エネルギープロジェクト」について、

要請の背景及び内容を詳細かつ正確に把握し、プロジェクトの形成と国家開発計画などの上位計

画の中での位置づけや相手国の当該プロジェクトに対する実施体制などを明確にして、プロジェ

クト協力の可能性を確認する。

　その上でわが国の技術協力として実施するプロジェクトの実施基本方針及び実施計画を双方で

策定し、その結果を協議議事録（M/D）に取りまとめ、署名・交換する。

　主な調査事項は以下のとおり。

１－２－１　日本のODAの現状及びプロジェクト方式技術協力についての説明

　・日本におけるODAをとりまく最近の情勢及び予算事情の説明

　・プロジェクト方式技術協力の現行スキーム

　　（PDMによるプロジェクトの運営管理及び評価手法の説明）
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１－２－２　要請の背景・実施体制の調査

　・トルコ国の国家政策、経済の動向との整合性の確認

　・要請分野におけるニーズの確認、問題分析

　・所管官庁・実施機関の組織（予算、人員配置を含む）の確認

　・実施機関の役割、活動内容、将来計画の確認

１－２－３　協力内容の確認及び絞り込み

　・技術移転分野の絞り込み

　　（日本の支援体制、予算事情にもかんがみた実施可能性の最も高い分野への絞り込み）

　・協力の妥当性の確認

　・協力内容・範囲の確認、必要な技術レベルの確認

１－２－４　具体的協力形態・内容の検討

　・技術移転項目（案）の設定、右に必要な協力期間の設定

　・日・トルコ双方の投入案の検討

　・技術移転対象者（C/P）の特定

　・専門家派遣、供与機材、C/P研修にかかわる計画の検討

　・協力期間終了後の自立発展の見通しの調査

１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成１－３　調査団の構成

　氏　名 　　　担当業務 　　　　　　　　　　所　属　先

服部　薫 団長・総括 JICA鉱工業開発協力部 次長

伊藤　正義 技術協力計画 通商産業省 通商政策局 経済協力部 技術協力課 課長補佐

城子　克夫 省エネルギー技術
千代田化工建設株式会社 ファインインダストリーズ

プロジェクト部

川瀬　太一郎 機材・研修計画
財団法人省エネルギーセンター 国際エンジニアリング部

部長

宇多　智之 プロジェクト協力企画 JICA 鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第二課 職員
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

日順 月日 曜日 スケジュール 宿泊

1 4/5 月 移動（成田 13:00発→Frankfurt 18:00着）JL407便 Frankfurt

2 4/6 火 移動（Frankfurt 12:50発→Ankara 16:55着）LH3488便 Ankara

3 4/7 水 JICAトルコ事務所打合せ Ankara
在トルコ日本大使館表敬
国家計画庁（SPO）表敬
エネルギー・天然資源省（MENR）表敬
電力資源調査開発総局（EIE）打合せ
トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）打合せ

4 4/8 木 トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）協議 Ankara

5 4/9 金 セメント工場視察 Ankara
鉄鋼工場視察
（川瀬団員、宇多団員はNECCと協議）

6 4/10 土 移動（Ankara 10:40発→Istanbul 11:40着）TK123便 Istanbul
資料整理

7 4/11 日 資料整理 Istanbul

8 4/12 月 商工会議所打合せ Ankara
産業会議所打合せ
ガラス工場視察
電気工場視察
移動（Istanbul 19:55発→Ankara 20:55着）TK148便

9 4/13 火 トルコ国立省エネルギーセンター（NECC）協議 Ankara
M/D（案）作成、協議

10 4/14 水 M/D署名式 Ankara
JICAトルコ事務所報告
在トルコ日本大使館報告

11 4/15 木 移動（Ankara 17:50発→Frankfurt Frankfurt
20:15着）LH3469便

12 4/16 金 （Frankfurt 20:50発→ 機中

13 4/17 土 →成田 14:55着）JL408便

ジョルダンコンピューター訓練研究セ
ンター事前調査団

（伊藤団員）
移動
（Ankara 12:00発→Istanbul 13:00着）
TK127便
（Istanbul 16:00発→18:05 Anman着）
RJ166便 0:50→Ankara
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

＜トルコ側＞

(１) State Planning Organization (SPO)

Mr. Selahattin Cimen Expert,

Social Planning Department

(２) Ministry of Energy and Natural Resources (MENR)

Dr. Y. Yigitguden Undersecretary,

Mr. Mustafa Mendilcioglu General Director of Energy

(３) General Directorate of Electrical Power Resources Survey and Development

Administration (EIE/NECC)

Mr. Mehmet Demirtola General Director

Mr .Turhan Bukulmez Assistant General Director

Mr .Kemal Koman Head of Department Energy Resourses Survey/NECC

Ms. Tulin Keskin Manager of Industrial Energy Conservation Division

Ms. Suheda Gumusderelioglu Expert of Industrial Energy Conservation Division

Ms. Hediye Yillikci Expert of Industrial Energy Conservation Division

Mr. Omer Kedici Expert of Industrial Energy Conservation Division

Mr. Sueyya Akman Expert of Industrial Energy Conservation Division

Ms. Aygun Erdem Manager of Building - Transport Energy

Conservation Division

＜日本側＞

(１) 在トルコ日本国大使館

河南　正幸 二等書記官

(２) JICA個別派遣専門家

松尾　正輝 長期専門家

(３) JICAトルコ事務所

米林　達郎 所長

大竹　茂 所員

Timur Sayrac ローカルスタッフ
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２　調査・協議項目、対処方針と調査結果２　調査・協議項目、対処方針と調査結果２　調査・協議項目、対処方針と調査結果２　調査・協議項目、対処方針と調査結果２　調査・協議項目、対処方針と調査結果

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など

1.プロジェクト名
称

2.関係機関
(1)援助受入窓口

(2)所轄官庁

(3)実施機関

3.プロジェクト責
任者

(1)総括責任者
（Project

Director）

(2)実施責任者
（Project

Manager）

要請書には以下のとおり記
載されている。

英：Technical Assistant
Program to support the
activities Turkish Na-
tional Energy Conserva-
tion Center

国家計画省
（SP O : S t a t e  P l a n n i n g
Organization）

エネルギー・天然資源省
（MENR:Ministry of Energy
and Natural Resources）

電力資源調査開発総局
（EIE）
国立省エネルギーセンター
（NECC）

　（EIE: General Directorate
of Electrical Power Re-
sources Survey and Devel-
opment Administration）

　（NECC: National Energy
Conservation Center）

候補者をトルコ側で最終検
討中。

候補者をトルコ側で最終検
討中。

和：トルコ省エネルギー
英：Project on Energy

Conservation in the
Republic of Turkey

　SPOの意向を確認する。

　プロジェクトへの期待
及びMENR内におけるプロ
ジェクトの位置づけを確
認する。

　同局、センターの構
成、人員、所轄範囲を確
認する。

　NECCの配置計画を確認
の上、最適な総括責任
者、実施責任者を選出し
M/Dに記載する。
（総括責任者について
は、電力資源調査開発総
局長官、実施責任者につ
いては国立省エネルギー
センター長を想定してい
る。）

(和)トルコ省エネルギー
(英) Project on Energy

Conservation in
the Republic of
Turkey

　SPOの意向を確認した。

　M E N R 内におけるプロ
ジェクトに対する期待や
位置づけを確認した。

　EIE/NECC の構成、人
員、所轄範囲を確認し、
組織図をM/Dに添付した。

　プロジェクトの総括責
任者（Project Director）
は電力資源調査開発総局
長 官 、 実 施 責 任 者
（Project Manager）はエ
ネルギー調査部長・国立
省エネルギーセンター長
が担当することとなっ
た。また、プロジェクト
の実施面、技術面では
EIE/NECCの産業省エネル
ギ ー 課 長 が 責 任 者
（Project Coordinator）
となった。



－6－

4.プロジェクト要
請内容

(1)国家開発計画
との整合性

(2)上位目標

(3)プロジェクト
目標

(4)成果

第7次5か年計画（1996年～
2 0 0 0 年）においてエネル
ギーは優先順位第1位。

エネルギーを合理的に利用
することによって国内のエ
ネルギー消費を抑制する。

エネルギー管理者研修コー
スが実施され、エネルギー
管理者が養成される。

エネルギー管理者研修コー
スが実施される。

左記についての詳細を
確認する。

エネルギーの合理的利
用を推進することによ
りトルコ国内のエネル
ギー消費を低減する。

NECCの省エネルギー研
修機能を強化し、産業
分野及び建築物分野の
省エネルギー管理者を
育成する。

0 エネルギー管理者研修
の管理・運営体制が確
立される。

1 C / Pが省エネルギー実
習設備及び計測機器等
機材の操作・保守管理
技術を習得する。

2 エネルギー管理者研修
コースが実施される。

3 C / Pが工場診断及び建
築物診断技術を習得す
る。

4 N E C C の情報提供・広
報・政策提言機能が強
化される。

以上の成果項目でトル
コ側と協議、検討を行
う。

次期 5 か年計画（第8
次）においても、省エ
ネルギーは重要課題で
ある。大統領スピーチ
でも言及されるなど位
置づけは高い。

エネルギーの合理的利
用を推進することによ
り、トルコ国内のエネ
ルギー効率が増加す
る。

NECCの機能が研修、診
断、情報提供、広報、
政策提言の面で強化さ
れる。

0 省エネルギー活動の管
理・運営体制が確立さ
れる。

1 C/Pが省エネルギー実
習設備及び計測機器等
機材の操作・保守管理
技術を習得する。

2 C/Pがエネルギー管理
者研修を実施するため
の必要な知識と技術を
習得する。

3 エネルギー管理者研修
の内容が理論面、実践
面で強化される。

4 C/Pが工場でのエネル
ギー診断とコンサル
ティング技術を習得す
る。

5 ビルの省エネ研修、
診断、情報提供、広
報、政策提言に関す
るNECCの機能が強化さ
れる。

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など
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(5)活動内容 研修用ミニプラント（ボイ
ラー、炉、モーター等）を
整備し、研修センターの機
能と研修活動を支援強化す
る。

　上記の成果項目0～4
の項目を達成するため
の活動内容として以下
のものが考えられる。

0-1． 計画に従い人員を
配置する。

0-2． 業務分掌を明文化
する。

0-3． 業務活動計画を策
定する。

0-4． 予算計画を策定す
る。

1-1． 設備・機材整備計
画を策定し、調達
する。

1-2． 設 備 ・ 機 材 の 据
付・操作指導・整
備 保 守 を 実 施 す
る。

1-3． 設 備 ・ 機 材 の 操
作 ・ 保 守 管 理 マ
ニュアルを作成す
る。

2-1． C/Pの養成計画を策
定する。

2-2． C/P養成教材を作成
する。

2-3． C/Pに対して講義・
指導を実施する。

3-1． 研修コース計画を
策定する。

3-2． 研修コース用教材
を作成する。

3-3． 研修コースを実施
する。

4-1． 診断対象の工場・
建 築 物 を 募 集 す
る。

4-2． 工 場 診 断 を 実 施
し、診断結果を報
告する。

5-1． 情報提供にかかる
提言を検討する。

5-2． セミナー等を開催
し、広報誌等を発
行する。

5-3． 省エネ施策にかか
る 提 言 を 検 討 す
る。

0-1． 計画に従い人員を
配置する。

0-2． 業務分掌を明文化
する。

0-3． 業務活動計画を策
定する。

0-4． 予算計画を策定す
る。

1-1． 設備・機材整備計
画を策定し、調達
する。

1-2． 設 備 ・ 機 材 の 据
付・操作指導・整
備 保 守 を 実 施 す
る。

1-3． 設 備 ・ 機 材 の 操
作 ・ 保 守 管 理 マ
ニュアルを作成す
る。

2-1． C/Pの養成計画を策
定する。

2-2． C/P養成教材を作成
する。

2-3． C/Pに対して講義・
指導を実施する。

3-1． 研修コース計画を
策定する。

3-2． 研修コース用教材
を作成する。

3-3． 研修コースを実施
する。

4-1． 診断対象の工場を
募集する。

4-2． 工 場 診 断 を 実 施
し、診断結果を報
告する。

5-1． ビルの省エネ研修、
診断を実施する｡

5-2． 情報提供にかかる
提言を検討する。

5-3． セミナー等を開催
し、広報誌等を発
行する。

5-4． 省エネ施策にかか
る提言を検討する。

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など
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(6)日本側投入

案件調査票記載内容は以下の
とおり。

ア　専門家派遣
(ア)長期専門家　5名／年
　・チーフアドバイザー 1
　・業務調整員 1
　・工場管理 1
　・電気管理 1
　・熱管理 1

(イ)短期専門家　30名／5年間
　・機材据えつけ 2
　・ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 1
　・熱 1
　・電力 1
　・ビルの省エネルギー 1
　・テキスト作成 1
　・省エネルギー政策 1

　技術移転内容及び範囲
について絞り込みを行っ
た上で、日本側投入案の検
討を行い、結果をM/Dに記
載する。
　その際、我が国のODA予
算の現状、プロジェクト
方式技術協力として対応
し得る規模（=NECCの自立
発展性が確保できる規
模）について説明し、ト
ルコ側の理解を得る。

　長期専門家は
・チーフアドバイザー
・業務調整員
に加え、
・省エネルギー技術
・省エネルギー研修
の分野に関し、派遣する
ことを検討している旨説
明し、協議結果をM/Dに記
載する。

　短期専門家について
は、要請書では長期専門
家として要請のあった、
電気や熱管理等、特定分
野の省エネルギー技術の
専門家を、長期専門家の
技術移転の補完として派
遣することを相手側に説
明しM/Dに記載するととも
に、想定される分野、必
要人数及び期間について
協議をする。

長期専門家：
・チーフアドバイザー
・業務調整員
・省エネルギー技術
・省エネルギー研修
　また詳細計画について
は、人選も関係してくる
ため、短期調査で協議す
ることをトルコ側に伝え
た。

　短期専門家：
機材据え付け、立ち上げ
ビルの省エネルギー
省エネルギー政策、広報
長期専門家として要請の
あった、以下の分野につ
いては技術移転進捗状況
と照らし合わせながら長
期専門家の技術移転の補
完として派遣することと
した。
電気
熱管理
特定分野の省エネルギー
技術（鉄鋼、繊維、セメ
ント、等）

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など
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(6)日本側投入
　 （続き）

案件調査票記載内容は以下
のとおり。

イ　研修員受入　5名／年
　・エネルギーマネジメント
　・エネルギーと環境
　・エネルギーと政策
　・工業プロセス
　・自動制御等

ウ　機材供与
　・ミニプラント
　・測定分析機器
　　　流量計
　　　温度計
　　　圧力計
　　　電気計測
　　　制御用パソコン
　　　トランシーバー
　　　熱精算用計測器
　・研修用機器
　　　マルチTV
　　　ビデオカセット
　　　OHP
　　　カラープロジェクタ
　　　ホワイトボード
　　　OHPスクリーン
　　　スライドプロジェクタ
　　　複写機
　　　ポインター
　　　コンピューター
　　　プリンター

エ　協力期間
　・5年間

　研修員受入は現地での
技術移転活動の補完であ
ること、予算の制約もあ
り、毎年1～3名程度とな
ることを説明し、トルコ
側の了解を得るととも
に、可能であれば分野、
人数についてプロジェク
ト内容に照らし協議し、
結果をM/Dに記載する。
　なお、詳細については
短期調査で協議すること
をトルコ側に伝えるとと
もに、その旨をM/Dに記載
する。

　技術移転に必要な最低
限の関連機材の供与を検
討していることを説明す
ると同時に、環境整備も
含め最大限トルコ側に応
分の負担を求めたい旨説
明をし、理解を得る。
　現有機材を調査の上、
本協力に最低限必要な機
材リストを優先順位をつ
けて作成し、現有機材の
現状リストとともにM/Dに
記載する。
　なお、必要機材の詳細
については短期調査の結
果及びトルコ側の維持管
理能力等を考慮し、最終
的に決定することをトル
コ側に説明する。
　また機材通関の際に必
要な諸費用、及びメンテ
ナンスなどの機材の維持
管理費用についてはトル
コ側が負担することを伝
えるとともにその旨をM/D
に記載する。

　協力期間は 5 年間とす
る。

　研修員受入事業の説明
をトルコ側に対して行
い、プロジェクトの中で
の位置づけについて理解
を得た。

　プロジェクト方式技術
協力の最重要点は技術移
転にあることを強調し、
プロジェクトにおける機
材の位置づけについてト
ルコ側の理解を得た。
　現有機材の調査を行い
M/Dに添付した。
　本プロジェクトに最低
限必要な機材リストを優
先順位をつけて作成し、
M/Dに記載した。現地調達
の可能性やトルコ国での
購入価格については、短
期調査までに調査するこ
ととなった。
　機材通関の際に必要な
諸費用、及びメンテナン
スなどの機材の維持管理
費用についてはトルコ側
が負担することを伝える
とともにその旨をM/Dに記
載した。

協力期間：　5年間

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など
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5.トルコ側実施機
関及び実施体制

(1)実施機関

(2)設立の経緯及
び活動状況

(3)職員数

(4)予算

　国立省エネルギーセン
ター（NECC）
（NECC: National Energy
Conservation Center）

　1981年にSPO及びMENRから
の要請によりNECCの前進で
あるEnergy Resources and
Survey Department がEIE
内に発足、1 ) 国のエネル
ギー源としての水資源の利
用可能性の調査と測量、2 )
ダムと水力発電計画の立
案、3)省エネルギー活動等
を行っていた。1 9 9 2 年に
MENRからの再要請により、
N E C C として発足。同セン
ターの事業も以下のような
省エネルギーに特化した内
容となった。

1)全国の工業、建設、運輸分
野の省エネルギー合理化研
修を実施

2)エネルギー管理者研修・許
認可

3)工場訪問講習
4)工場省エネルギー診断　等

合計48名（1999年3月現在）
Head(Mr.Kemal Koman) 1名
Secretarial Office 3名
Industrial Energy
Conservation Division 19名
Building and Transport
Energy Conservation Division 8名
Wind Energy Division 10名
Solar Energy Division 7名
　なお、EIE全体では1500名。

　20万ドル程度（長期専門家
による聞き取り調査結果)。
　また、EIE全体では2,000万
ドル程。

　組織・事業内容につい
て確認する。

　左記について確認し、
M/Dに記載する。

　最新のNECCの人員配置
及び来年度以降の人員配
置予定を確認し、M/Dに記
載する。また、可能であ
ればNECCにおける定員増
員要求及びその配置の仕
組み、方法等を確認し、
M/Dに記載する。

　現行の予算に加え、来
年度以降の予算措置、内
訳及び確保の可能性につ
いて確認する。また、本
プロジェクト実施に対す
る特別予算の確保の可能
性などについて確認する
とともに、M / D に記載す
る。

　組織・事業内容につい
て確認した。

　左記について確認し
た。設立後10年にもなら
ない経験でエネルギー管
理者研修や工場診断で相
当の実績が既にあること
が確認できた。

　最新のNECCの人員配置
及び来年度以降の人員配
置予定を確認し、M/Dに記
載した。

　総額39万ドルの予算が
本プロジェクトのために
計上されていることを内
訳とともに確認し、M/Dに
記載した。
　また一旦導入・採用さ
れた装置・機器類のラン
ニングコストやスペア
パーツ代及び人件費など
については制度上削減さ
れず、必要な予算が配分
されることを確認した。

調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など
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調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など

(5)プロジェクト
実施体制

(6)施設・設備面

　要請書によると対応した人
員の配置が可能であるとのこ
と。

　トルコ側がプロジェクト実
施に必要な施設、設備を提供
する。

　プロジェクトの組織構
成について協議し、M/Dに
記載する。
　また、必要なC/Pの人数
についても協議し、結果
をM/Dに記載する。
　なお、詳細については
短期調査で協議すること
をトルコ側に伝えるとと
もに、その旨をM/Dに記載
する。

　現在の施設・設備状況
（含むユーティリティ）
について確認し、M/Dに記
載する。
　なお、施設の改修が必
要と判断される場合は詳
細について短期調査で協
議することとする。
　また、日本人専門家の
執務室及び供与機材設置
スペースの確保について
も確認し、M / D に記載す
る。

　プロジェクトの組織構
成及び必要なC/Pの人数に
ついて協議を行い、結果
をM/Dに記載した。
　トルコ側からProject
Coordinatorという技術
面、運営面の担当を行う
役職の提案があり、日本
側は了承した。

　プロジェクト用に新規
にセミナールームの増設
と研修用プラントの建設
を行う予定である。セミ
ナールームの増設の予算
として4万8,000ドル、研
修用プラント施設の建設
費用として12万ドルの予
算が計上されている。
　トルコ側がプロジェク
ト実施に必要な施設、設
備を提供する体制はとら
れていると判断される。
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調査・協議項目
トルコ側要請内容、現状、

対処方針（案） 調査結果疑問点など

6.これまでのその
他の協力

(1)我が国の協力
実績

(2)その他の海外
機関の協力

7.その他
(1)PDM

(2)合同調整委員
会

(3)今後のスケ
ジュール

・開発調査「エネルギー利用
合理化計画調査」（1997.1)

・国別特設研修「省エネル
ギー及びエネルギー管理」
（実施中）

・個別専門家「工業分野の省
エネルギー」

　（1995.2～1999.1)

・世銀－資金協力（省エネバ
ス、研修用バス、測定機器）

・ＥＵ：省エネルギー消費予
測のコンピューターモデル
の開発

今回の調査においてプロジェ
クト方式技術協力による協力
実施可能性が確認された場合
には、以下の手順でプロジェ
クト実施まで取り進める予定
である。
1)短期調査団派遣
　 1999年度第2四半期
2)実施協議調査団派遣
　 1999年度第3～4四半期

　これまでの協力の実績
及びそれによる成果を確
認する。

　PDMに基づく運営管理手
法及び評価手法（含む評
価5項目）を説明し、トル
コ側の理解を得る。
　また、現段階でのPDMを
作成し、M/Dに添付する。

　合同調整委員会の役割
を説明する。また、今後
の進捗状況によっては毎
年調査団の派遣を行わな
いこともあるために、調
査団の派遣がなくともプ
ロジェクトの進捗の確認
等を行い、次年度の年次
活動計画の策定・承認の
ために双方が主体的に委
員会を実施していく必要
がある旨トルコ側に伝
え、理解を得るとともに
その旨をM/Dに記載する。

　トルコ側の実施体制が
整備されていることを検
証した上で、左記スケ
ジュールに従い、手続き
をとり進めることをトル
コ側に説明し、その旨を
M/Dに記載する。

　協力の実績及びそれに
よる成果を確認した。国
別特設研修の「省エネル
ギー及びエネルギー管
理」については、現在4年
目の実施であり、1999年
度まで継続予定。
　個別専門家「工業分野
の省エネルギー」は任期
延長となり、2000年1月ま
でとなることを確認した。

　PDMに基づく運営管理手
法及び評価手法（含む評
価5項目）の説明を行い、
トルコ側の理解を得た。ま
た、現段階でのPDMを作成
し、M/Dに添付した。

　合同調整委員会の役割
や位置づけについて説明
を行い、トルコ側の理解
を得た。また、委員会の
構成メンバーを双方で決
定し、M/Dに記載した。

　トルコ側実施機関の事
情もあり、以下の調査団
派遣予定が望ましいこと
が確認できた。
　短期調査：1999年9月
　実施協議調査：1999年
　 12月または2000年1月
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３　実施機関の概要３　実施機関の概要３　実施機関の概要３　実施機関の概要３　実施機関の概要

３－１　３－１　３－１　３－１　３－１　EIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCの組織、人員、予算の組織、人員、予算の組織、人員、予算の組織、人員、予算の組織、人員、予算

(１) 組織、人員

　EIE（電力資源調査開発総局）はエネルギー天然資源省（MENR）の主要組織であり、国

のエネルギー源としての水資源の利用可能性の調査と測量を行い、ダムと水力発電計画

の立案を行っている。その活動範囲は省エネルギー分野にも及び、NECC（トルコ国立省

エネルギーセンター）が1992年に組織されるまでは、省エネルギー診断や研修、セミ

ナー、広報普及活動等を行っていた。NECCが設立されてからは全国の工業、建設、運輸

分野における省エネルギー活動や研修はすべて同センターが所轄するところとなった。

本センターの活動は野党、与党を問わず支持されており、政治状態が不安定で政権交代

が頻繁に起こり得るトルコにおいて、このように政策的、財政的に保証されている組織

はまれともいえる。

　NECCの組織と人員概要は以下のとおり。

　　　センター長（1名）

・秘書課（3名） ・建築・輸送省エネルギー課（8名）

・産業省エネルギー課（19名） ・風力エネルギー課（10名）

・太陽エネルギー課（7名）

(２) 予算

　NECCは本プロジェクトのため、特別予算を計上しており、その内訳はM/DのANNEX 12

に示されている通りである。本予算は申請をMENRにすることにより、最大2年間繰り越す

ことが可能である。2年間施行されなかった予算については、国庫に返納することにな

る。

３－２　３－２　３－２　３－２　３－２　EIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCEIE/NECCの活動の活動の活動の活動の活動

　EIE/NECCは既にJICA、世界銀行、EUのプロジェクトを経験している。エネルギー管理者研修、

工場診断、広報普及、情報収集の活動も積極的に実施中である。中央アジアを中心としたトルコ

周辺国の、省エネルギー分野におけるリーダーとして活動しているようである。たとえば、1998

年6月には中央アジア諸国（トルコ語圏）のワークショップ、1998年9月には黒海周辺国のワーク

ショップを企画しており、同様の国際会議やワークショップは毎年開催されている。

　一方で、NECCの多くのスタッフは工場での勤務経験がなく、工場診断の現場で説得力を持って

指導ができないという実態にある。研修施設も十分なものでなく、エネルギー研修受講生に講義
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した内容を実践してみせることができない。

３－３　省エネルギーコンサルタント３－３　省エネルギーコンサルタント３－３　省エネルギーコンサルタント３－３　省エネルギーコンサルタント３－３　省エネルギーコンサルタント

　今回の調査で訪問したセメント工場では国内コンサルタントの指導を受けていた。ガラス瓶工

場では外国企業の技術指導を受けていた。このように、トルコ国内の一部の大企業では既に本分

野でのコンサルタントが活用されている。EIE/NECCとコンサルタントの活動の棲み分けは、今後

さらに省エネルギー政策が押し進められてきたときに課題となろう。
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４　プロジェクトの内容４　プロジェクトの内容４　プロジェクトの内容４　プロジェクトの内容４　プロジェクトの内容

４－１　基本方針４－１　基本方針４－１　基本方針４－１　基本方針４－１　基本方針

　プロジェクトの協力対象であるEIE/NECCの実力はかなり高く、すでに理論面は卒業し、主に実

践的な面での協力を求めていること、省令規則によって企業は省エネ管理者を任命し省エネ管理

研修を受講させるべきと定められていること、また国内にはコンサルタントが存在しており、一

部の大企業はコンサルタントを使ってある程度のエネルギー診断及び省エネルギー投資をしてい

ることが判明した。

　技術協力の目的は、トルコ国における省エネ教育・普及・推進機関としてのNECCの機能強化に

置くこととする。そのために法定研修実施に必要な実践能力をつけ、中小企業ほかに対応できる

程度の診断技術を習得させる必要がある。そのために以下の分野の技術協力に重点を置くべきと

考える。

(１) ミニプラントによる実践的省エネルギー研修技術

(２) 工場現場で役に立つ実践的エネルギー診断技術

(３) 工場における省エネルギー管理技術（操業改善による省エネルギー）

(４) 中小企業の省エネルギー推進技術

４－２　研修・機材計画４－２　研修・機材計画４－２　研修・機材計画４－２　研修・機材計画４－２　研修・機材計画

４－２－１　ミニプラントの使い方

　NECCはミニプラントを導入することにより、研修と診断の機能強化を行う計画である。特に

弱点ともいえる省エネルギーの実践面、研修面を、日本人専門家及びミニプラントを通して学

びたい意向である。

　しかしながら、当初NECCがミニプラントに何を期待するかが明確であったとはいえず、とに

かくミニプラントさえあればうまくいくと信じている節が見受けられた。そこで供与機材をど

のような目的でどのように使用し、どのような研修効果を期待するかのシナリオをトルコ側で

作成するよう要求した。

　シナリオとは、次のイメージである。たとえばボイラーの場合、

(１) 受講生の前で通常運転と省エネ運転を実演してみせ、省エネ効果を金額で示し納得さ

せる。

(２) 省エネ意識の高まった受講生が工場に帰り、エネ管理者となり、非省エネ運転を指摘

するとともにエコノマイザー設置などの省エネ投資の必要性を工場幹部に説く。

(３) 工場幹部の認識が高まり、その結果工場から省エネ投資の提案が増加する。

(４) 運転員の認識が高まり、その結果日常運転の省エネ運転化が推進される。
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　これら(１)～(４)の効果によりトルコ国の省エネルギーが推進される。脇道にそれる

が、上記(３)に関してMENRは毎年一定の予算を確保し、企業からの省エネルギー投資要

請に応じる体制をとっているとのことであった。

４－２－２　ミニプラントに必要な機器

　トルコ側のプラント機器要求に対して、本プロジェクトにおける供与機材は、技術協力に必

要最小限の供与を行う方針である。具体的には、ボイラーはミニマムサイズにし、熱交換器、

流量検定装置、圧縮空気設備、ビルディング研修機材は不要である、との方針で協議を行っ

た。

　ボイラーは、

(１) トルコでのニーズが高く、省エネルギー効果が期待できる。

(２) NECC自身の経験が豊富である。

(３) 流体が水であるので、システムの取り扱いが簡単で受講生が理解しやすい。

(４) 省エネ運転の実演効果が期待できる。

　以上の理由により、NECCは高い優先順位を置いていることが判明した。

　一方、燃焼炉はプロセスとのリンクが強いので、実演してもせいぜいエアーまたは排ガス温

度の省エネルギー効果を勉強できる程度である。これであるならばボイラーでも同様の実演が

できるとの考え方であった。ただし、オープンバーナーは興味があるとの指摘があった。結論

として、トルコ側はボイラーと炉を比較した場合、ボイラーにより高いプライオリティーを置

いている。

　以上のトルコ側の要求を勘案した上で、本プロジェクトの目的や研修効果を考えると、ボイ

ラーは全自動ではなくて、できるだけプリミティブなもの、バイパス付きの空気予熱器及びエ

コノマイザーを有すること、調節範囲が広いバーナーを有することが必要である。このような

特注品を日本から調達すると高額になる。ボイラーについては現地調達を念頭に置いて、価格

調査を次回の短期調査までにトルコ側で行うことになった。

　また圧縮空気設備は日本側は今回のプロジェクトの範囲外であるとしたが、トルコ側は自己

負担を行なってでも設置したいとのことであった。予算の充てもあるらしかった。

　ビルディング研修機材としては、断熱材模型、省エネハウス模型、カタログなど関連資料の

展示コーナー程度を想定していることが判明した。ビルディングの技術移転として、短期専門

家派遣による日本の関連技術の紹介をお願いしたいということであった。これなら日本側は協

力可能であり、受け入れることとした。

　なお機材仕様の詳細については、今回は最終合意まで至らなく、次回の短期調査で詰めるこ

ととした。
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５　協力の妥当性５　協力の妥当性５　協力の妥当性５　協力の妥当性５　協力の妥当性

　1980年代後半から、気候変動問題が深刻な問題としてクローズアップされ、1992年のリオ・サ

ミットに際し、気候変動問題への対応に関する枠組みを定める気候変動枠組条約が成立した（発

効；1994年3月)。

　この条約では、先進国については、｢気候変動問題緩和のための政策・措置をとること等」が、

他方、発展途上国については、今後の経済成長に伴い温室効果ガス排出増加は避けられないこと

を考慮して、｢温室効果ガスの排出状況の通報等」が義務として規定されている。

　1997年12月、気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）が京都で開催され、先進国の温室効

果ガスの削減目標が合意された。

（我が国は、温室効果ガスを2008年から2012年の平均値で1990年に比べ6％削減する。クロアチ

ア、▲5％。ブルガリア、チェッコ、ルーマニア、スロヴァキア、スロヴェニア等、▲8％。トル

コ国の合意は、ない。）

　｢今後の地球温暖化対策について（1997年12月12日通商産業省決定）」によれば、通商産業省

は、総理指示を踏まえ、関係省庁との綿密な連携の下、今後早急に本合意を踏まえた地球温暖化

防止策の具体化を図り、速やかに総合的かつ包括的な対策を実施することとなっている。この9

つの対策の柱の１つとして、｢発展途上国における取組の一層の促進」が掲げられており、今後

温室効果ガスの排出量の増加が予想される発展途上国における取組の一層の促進を図ることと

なっている。

　1998年11月のブエノス・アイレス会議（COP4）の決定に基づき、京都メカニズムは今後国際合

意に向けて調整される予定。

　本プロジェクトは、その具体的事例として、正しく、時宜を得た案件と考えられる。

　トルコ国はエネルギー輸入率が高いことなどから、省エネルギーに熱心で、国家開発計画にも

織り込まれていることは、前述のとおり。

　今回の調査結果により、プロジェクトを実施するためのNECCの人員配置、予算やプロジェクト

サイトの確保状況に問題ないことが確認された。

　今後は、プロジェクトの成功の鍵となる研修機材の詳細を調整しなければならないという大き

な問題が残されたが、個別専門家が派遣されていることから、トルコ国の実情にふさわしい研修

機材の選定等は、他の省エネプロジェクトに比べ比較的容易にできるのではないかと思われる。

　我が国の協力により、設立後10年間の活動経験のあるNECCのさらなる能力向上が実現すれば、

トルコ国内のみならず、トルコ語圏である中央アジアにも波及効果が期待できるのではないか。

　以上、本プロジェクトは、協力の妥当性のある案件と思料される。
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６　調査団所見６　調査団所見６　調査団所見６　調査団所見６　調査団所見

　標記調査団は、1999年4月6日から4月15日までトルコ国の首都アンカラ及び最大の商工業都市

イスタンブールに滞在し、対処方針などに基づき、本プロジェクトの実施可能性や要請の背景に

ついて関係機関や関係企業との協議・視察等を通じて事前調査を行った。

　この結果、１）現在の第7次5か年国家開発計画で触れられている以上に関係者、特にEIE/NECCの

省エネルギーの推進に対する意気込みが極めて強いこと、２）C/Pの実習・企業診断面における

技術向上が求められていること、３）｢省エネルギー法」の制定については内容的に一部につい

て産業界に不満が認められ、調整が必要とされていること、４）研修をさらに効果的に行うため

に必要とされる実習機材のランニングコストの確保については、トルコ国の財務・予算制度上は

ブルガリア、アルゼンティンと異なり比較的大きな期待が持てることなどについて確認できた

が、いずれの点でもプロ技による協力がトルコ国において一定の貢献をもたらし得ると認められ

る。

　一方では、民営化の進展により、優秀な企業においては自主的に相当レベルの高い省エネ対策

が講じられていたり、省エネコンサルタントも育ちつつあるという状況下で、今後強化されるべ

きEIE/NECCの役割や国全体としての省エネ推進体制の確固たる構築に関する検討の必要性も認め

られた。

　本プロジェクトの実施に向けたフレームワークの主な点について、協議結果を協議議事録

（M/D）として取りまとめ、3月14日に先方EIE臨時総裁との間でM/Dに署名・交換を行った。

　本件調査結果の概要は以下のとおり。

６－１　主要協議結果（要点）と実施に向けての留意点６－１　主要協議結果（要点）と実施に向けての留意点６－１　主要協議結果（要点）と実施に向けての留意点６－１　主要協議結果（要点）と実施に向けての留意点６－１　主要協議結果（要点）と実施に向けての留意点

(１) SPO（国家計画局）エネルギー専門家（本局が技術協力の窓口となっている)、MENR

（エネルギー・天然資源省）の担当次官及びエネルギー局長（省エネルギー調整会議

Energy Conservation Coordination Councilの事務局長を兼ねる)、EIE臨時総裁らか

らトルコ国のエネルギー事情、省エネの重要性、今後の取組み方針、NECCの活動と本プロ

技協力への支援等について各々の見解などを聴取し、省エネの重要性とプロ技に対する

支援と期待について確認した。

(２) NECCのKoman部長・Keskin課長らと協議し、エネルギー管理者研修、工場診断（コンサ

ル活動を含む）及び政策提言・省エネ促進活動の分野におけるNECCの機能強化を本協力

のプロジェクト目標とすることとし、PDMのドラフトを一本化した。さらに、NECCは研修
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センター（セミナールームと事務室及び機材実習室）施設の新増設を行うことを確認し

た。

　なお、これら施設の規模は、年間の研修計画や実習機材の量により変わり得るもので

あり、NECCのマンパワーの実態を十分踏まえる必要があるため、施設拡充後の年次研修

計画や工場診断活動計画などの策定を行うよう求めた。

(３) 現在のNECCの活動内容と課題について聴取した上で、上記3分野において、本協力を通

じて強化すべき点を技術移転範囲として重点化し、課題事項として整理することとした。

また、協力対象を工場（中小企業を含む）と建築物の省エネとし、前者についてはプロ

セスを含み、後者は空調・照明・断熱を含むことで合意し、政策提言・省エネ促進活動

については、省エネハンドブックの発行や省エネポテンシャルの見積り・評価などを具

体項目として設定した。

(４) 要請機材について、優先順位付けを行うとともに、現地参考価格を可能な限り調査す

ることとした。機材のオペレーションのためのテクニシャン（技師）については、必要

に応じて新たに採用する予定であることを確認した。また、実習機材（特にプラント類）

をどのように使用し、何を研修し効果を上げるのかについて明確な使途目的を設定し、

それに必要な最低限の規模とするよう再検討を要請するとともに、当方も可能な限り知

見を与えることとした。

(５) NECCはプロジェクトのローカルコストの見積りを提出した。装置・機器類については

財政事情により削減の対象となりやすいが、一旦導入・採用された装置・機器類のラン

ニングコストやスペアパーツ代及び人件費などについては削減されず、必要な予算が配

分されることを確認した。

(６) プロジェクトダイレクターをEIE総裁、プロジェクトマネージャーをエネルギー資源調

査部長としたが、協力範囲の関係で新たにトルコ側プロジェクトコーディネーターを設

け（実際は、アシスタントプロジェクトマネージャーとなる)、これを産業担当省エネル

ギー課長が担うこととした。

(７) いくつかの問題を抱えつつも、これまでNECCは一定の実績をあげてきており、基本的

な業務実施方法は確立されていると評価される。これから、本協力を通じて何をどうい

う形で新たに発展・改善し、NECCの機能を強化するのか、トルコ側の期待は大きく広が
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りがちであるので、より具体的なターゲットについて絞り込みとプランニング（技術移

転の範囲と協力項目・長期専門家・短期専門家のT/R、全体活動スケジュールなど）が次

回調査までにさらに詳細に準備・検討される必要がある。

(８) 特に実習用ボイラーについては既製品では対応が難しいとみられるので、これについ

ては、機材実習室の設計と併せ、早期に専門家候補者（省エネルギー技術担当長期専門

家またはボイラー専門家）を派遣し、先方と協議しつつ仕様などを詰めながら実施する

ことが効果的とも考えられ、この場合は、先方の設備・施設の完成を待たずにプロジェ

クトを開始することも必要になることを想定すべきと考えられる。

(９) 産業分野の省エネについては既存の活動レベルのアップグレイドが主たる協力目的に

なるが、建築物についてはほとんどゼロのレベルからの協力になることを考慮すると、

建築物分野についても可能であれば長期専門家の派遣を検討すべきと思われる。

６－２　総括６－２　総括６－２　総括６－２　総括６－２　総括

(１) トルコ国のエネルギー事情については、石炭を除けばLNG、石油ともに輸入に依存して

おり、環境問題もあり、今後は石炭からLNG、石油の消費比率が増大するとみられるが、

経済成長政策、周辺諸国との政治外交の帰すうなどエネルギー供給は必ずしも安定的で

あるとはいえず、太陽光発電や風力発電の研究が進行中など省エネ促進についての国民

意識は比較的高いと思われる。

　ここ数年は停電が発生したり、ガソリン価格が値上がりしマイカー通勤が自粛される

など、エネルギー需要は相当に増加している。エネルギー供給のための政府投資は比較

的大きい比率を維持している。一方では省エネ投資のためのインセンティブが少なく、

国有企業、民間企業とも政治及び経済情勢の不安定に由来する投資資金の不足に苦しん

でおり、省エネ意識の浸透・向上に比べ実際の政策が必ずしも順調には進んでいない。

｢金のかからない省エネ政策」へのニーズは国有企業や中・小企業を中心に高いものがあ

ると考えられる。このような状況に、グローバルイシューとしてのCO2削減などの環境問

題が絡んで、一層省エネに対する期待が高まりつつあると認められる。

(２) NECCの省エネ事業は、政府発足以来まだ10年にもならない経験において、EUや日本の

協力を得て少しずつ力を蓄積し、エネルギー管理者研修や工場診断（企業の要請に基づ

くもの）で相当の実績を積んできたが、ア）専用の施設がない（EIEの施設を間借り)、

イ）実習研修は工場頼み（代わりの工場はいくらでもあるので、ときどき断られること
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があってもあまり気にしないようではあるが)、ウ）スタッフは十分な工場勤務経験がな

いためプロセスや実践的省エネ対策技術については必ずしも大学や他の政府研究機関

（TUBITAK）あるいは省エネ機器メーカーなどと対抗するほどに至っていないのが現状で

ある。

　また、エネルギー管理者研修は2週間を目途に設定されているが、中・小企業や遠方の

企業では人を出せない場合もあり、開催最低規模である10人以上の研修生の確保は毎回

かなりの労力を強いられている。

　これらの問題の解決のために、実習機材や専用研修施設の整備はNECCの念願となって

おり、スタッフの実践的技術力の向上のみならず、国立省エネセンターとしての存在感

をアピールし、大学や他の政府機関との連携にも大きな力になると期待される。また、

工場研修における企業例の負担の軽減も期待できるほか、研修期間も10日間程度に短縮

でき、研修生も参加しやすくなることが予想される。

(３) 建築物の省エネについては、まだ緒についたばかりであり、産業部門と比べまだ底の

浅い感じを否めないが、大都市ではビルや集合住宅がほとんどであるトルコ国において

は相当の効果があるものと思われる。オイルショックを乗り越えた日本人専門家の参加

により、NECCの活動について「クレディビリティー」が格段にアップし、産業界などに

受け入れられやすいということを先方は強調しており、できる限りの協力で応えること

が望まれる。

(４) 資料作成、議事録取りまとめ、PDM作成、関係機関訪問のアレンジメント、全体のスケ

ジューリングやトルコ側負担の詳細（プロジェクトに必要なmaterialsの詳細を例示で列

挙するよう要請された）への関心の高さなど、NECCの事務処理能力、組織力には感心さ

せられるものがあり、今後の短期調査については、我が方関係機関の適切かつ迅速な対

応を期待したい。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ（資料１　ミニッツ（資料１　ミニッツ（資料１　ミニッツ（資料１　ミニッツ（Minutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of Discussions）））））
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